	市有財産先着売払要領


　伊賀市では、入札によって落札に至らなかった市有地について、地方自治法施行令第167条の２の第１項第８号の規定に基づき売り払います。買受希望者はこの市有財産先着売払要領並びに現場を熟知のうえ申込みしてください。なお、この市有財産先着売払要領に定めのない事項はすべて地方自治法、地方自治法施行令及び伊賀市公有財産管理規則の定めるところによって処理します。
１　売払物件
（１）　売払い物件（以下「物件」という。）は、ホームページにて公開します。ホームページの内容については物件の利活用状況に応じて更新を行います。
※行き違いになる可能性もございますので御了承ください。

（２）　物件はすべて現状有姿による引渡しとなります。物件には、当該土地上の全ての工作物（ブロック塀、フェンス、舗装など様々なもの）や樹木が含まれます。

なお、越境物がある場合でも現状有姿での引渡しとなり、伊賀市は越境関係を解消するための折衝や手続きは行いませんので、その処理については相隣関係で行ってください。
また、契約後に越境関係が判明した場合も関与しません。
（３）　現地説明会は実施しませんので、必ず現地を事前に確認してその状況を承知のうえ申込みください。
２　申込みの資格
申込みできる方は、個人及び法人（公共団体を含む。）です。また、共有名義による申込みも可能です。ただし、次に掲げる方は、申込みすることができません。

（１）　契約を締結する能力を有しない方及び破産者で復権を得ない方
（２）　伊賀市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員に該当すると認められる方

（３）　本要領に定める税の滞納のある方
（４）　入札により物件を落札し、引渡しに至らなかった後２年を経過しない方
３　申込みの方法
（１）　必要書類については、必ず市所定の様式を使用し、次の点に御留意ください。なお、市所定の様式以外のものは無効となります。
（２）　受付は到着順に行いますが、受付開始時において複数の方から同じ物件について申込みがあった場合は、くじにより受付の順番を決定します。なお、受付時間は土、日、祝日を除く午前９時から正午まで、及び午後１時から午後５時までです。
（３）
受付場所

伊賀市四十九町3184番地　伊賀市役所本庁４階　資産経営課
（４）　申込みに必要となる書類は、次のとおりです。
1  市有財産買受申込書兼誓約書
2  住民票（法人の場合は商業登記簿謄本）
※いずれも発行後３ヶ月以内のものに限ります。
③　 伊賀市の市税完納証明書(伊賀市税を課されていない市外在住者で、個人の方は「申告所得税」及び「消費税及び地方消費税」に未納の税額がないことを証明する納税証明書、法人の方は「法人税」及び「消費税及び地方消費税」に未納の税額がないことを証明する納税証明書
※発行後７日以内のもの
④　 印鑑登録証明書
（５）　申込みの留意事項
ア　郵送、電話（ファックスを含む。）、電子メール等による申込受付は行いません。
イ　提出していただいた書類は、返還には応じられませんので予め御了承ください。

ウ　市は、市有財産買受申込書兼誓約書を受け付けたときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、申込者を買受人とし、当該市有地を売却いたします。なお、市有財産買受申込書兼誓約書の誓約事項の確認にあたりましては、警察署へ照会させていただきます。
４　契約の締結等

（１）　契約の締結

売買契約の締結は、原則として伊賀市役所において行います。売買契約書は２通作成し、お互いに１通ずつ保有します。
なお、申請者以外の名義で契約することや、所有権移転登記をすることはできません。また、売買契約書に貼付する収入印紙は、買受人の負担となります。
（２）　売買代金の納付

買受人は、市が発行する納入通知書により、納入通知書の発効日から20 日以内に納付していただきます。ただし、売買代金の納期限については期間を延長することもあります。売買代金が納期限までに納付されない場合には、契約が解除されます。

（３）　所有権の移転

売買代金が全額納付されたときに所有権が移転しますので、その日が登記簿に記載される所有権移転日となります。
（４）　所有権移転登記

①　売買代金の納付後、市が所有権移転登記の嘱託手続きを行います。

②　所有権移転登記時に必要となる登録免許税は、買受人の負担となります。金額は申請時にお知らせし、契約時にその金額分の収入印紙を持参していただきます。

③　所有権移転登記と同時に抵当権設定登記を行う必要がある場合は、あらかじめ管財課に御相談ください。
５　契約に関する注意事項

（１）　契約及び所有権の移転登記は、市有財産買受申込書に記載された申請者の名義で行います。
なお、共有者が減少することは可能ですが、増加することは資格審査されていない方と契約することとなりますので契約できません。
（２）　入札に参加しようとする方は、本要領に記載された事項について熟知しておいてください。また、この要領に添付してあります売買契約書案についてもよく読んでいただきますようお願いします。

（３）　物件の土地利用にあたっては、都市計画法、建築基準法等の各種法令及び本市の関係条例を遵守する必要がありますので、事前に関係機関に確認を行ってください。また、現況等もご確認のうえ、入札にご参加ください。

なお、市有財産先着売払要領及び物件調書について知らなかったことを理由としての異議申し立て等はお受けできませんのでご注意していただきますようお願いします。

（４）　物件に面積の不足、地耐力不足その他契約の内容に適合しないことを発見しても、売買代金の減免又は損害賠償請求をすることはできません。

（５）　物件購入後の一切の費用（各種調査・工事・許認可手続き、水道・下水道・ガス・電気
の引きこみ等）は、買受人の負担となります。
（６）　物件は、すべて現状有姿での引渡しとなります。物件内の工作物（フェンス、擁壁、給
排水施設、舗装、車止めなど）及び樹木などの撤去及び処分等が必要な場合は、買受人の
負担で行ってください。

（７）　物件の埋設物調査、地盤調査及び土壌調査は行っていません。ゴミやガラ及び埋設物な
どの撤去及び処分等が必要な場合は、買受人の負担で行ってください。地盤及び土壌に関
して工事等が必要な場合も同様です。
（８）　地耐力調査を希望される場合は、本人負担により調査を実施することが可能です。

（９）　物件に越境物がある場合についても、現状のままでの引き渡しになります。市は越境物
等に関する隣接土地所有者等との協議は行いませんので買受人において対応してください。
契約後に越境関係が判明した場合も同様です。

（10）　隣接地との境界標は、原則としてコンクリート杭、金属標、金属鋲、プラスチック杭等
により設置されていますが、現状のままでの引渡しになります。境界標の補修や打ち直し
は行いません。

【問い合わせ先】
伊賀市四十九町３１８４番地
　伊賀市財務部資産経営課
電　話　２２－９６９０
市有財産売買（仮）契約書（案）
　売渡人　伊賀市（以下「甲」という。）と買受人　○○○○（　以下「乙」という。）とは、以下のとおり市有財産について売買契約を締結する。

（信義誠実の原則）

第１条　甲・乙両者は、信義を重んじ誠実に本契約を履行しなければならない。

（売買物件）

第２条　甲はその所有する次の土地を現状有姿のまま乙に売り渡し、乙はこれを買い受ける。
	所　　　在　　　地
	地　目
	面積（㎡）
	摘　要

	伊賀市　　　　　　　　　　　　番
	
	
	


（売買代金）

第３条　売買代金は、金　　　　　　　　　円とする。
（代金支払い）
第４条　乙は、売買代金を、甲の指示する方法により本契約と同時に支払うものとする。
（物件の引き渡し）

第５条　甲は、乙が第３条に定める売買代金を全額完納した後14日以内に売買物件を乙に現状有姿の状態で引き渡す。

（所有権の移転）
第６条　売買物件の所有権は、乙が第３条に定める売買代金を全額完納しかつ、第５条に定める売買物件の引き渡しが完了したときに、甲から乙に移転する。
（契約不適合責任）
第７条　乙は、本契約締結後、売買物件に面積の不足その他契約の内容に適合しないことを発見しても、売買代金減免若しくは損害賠償請求又は契約解除をすることができない。
（公租公課）
第８条　第５条に定める売買物件の引き渡し後、売買物件に対する公租公課はすべて乙の負担とする。
（用途の制限）

第９条　乙は、売買物件の使用にあたっては、騒音、悪臭、煤煙、汚水、粉塵、振動、排気等により、公害が生じることのないようにしなければならない。
２　乙は、売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に定める風俗営業、同条第６項に定める店舗型性風俗特殊営業その他これらに類する業の用に供してはならない。

３　乙は、売買物件を暴力的不法行為の事務所等の施設及びその他周辺の住民に著しく不安を与える施設の用に供してはならない。
４　乙は、第三者に対して売買物件を譲渡するときは、前３項に定める義務を書面によって承継させなければならず、当該第三者に対して前３項に定める義務に違反する使用をさせてはならない。

（実施調査等）

第10条　甲は、前条の規定により、必要があると認めるときは、乙に対し、物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。

２　乙は、甲から要求があるときは、売買物件の利用状況等を直ちに甲に報告しなければならない。

３　乙は、正当な理由なく前２項に定める調査を拒み、妨げ若しくは忌避し又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。

（違約金）

第11条　乙は、第９条及び第10条の定める義務に違反したときは、売買代金の３割に相当する額を違約金として甲に支払わなければならない。

２　前項に定める違約金は、第15条に定める損害賠償の一部と解釈しないものとする。
３　第１項の違約金の支払は、第13条に定める契約の解除を妨げない。

（所有権移転登記手続）
第12条　乙は、第６条の規定によりこの土地の所有権が移転した後、速やかに甲に対し所有権の移転登記を請求し、甲は、その請求により所有権移転登記を嘱託する。
２　この登記に要する登録免許税その他一切の費用は、乙の負担とする。

（契約の解除）
第13条　甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは何ら催告することなくこの契約を解除することができる。

（有益費等請求権の放棄）

第14条　乙は、この契約を解除された場合において、売買物件に投じた有益費、必要費、その他の費用があってもこれを甲に請求しないものとする。
（損害賠償）
第15条　甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の賠償を乙に請求できる。
（返還金）
第16条　甲は、この契約を解除したときは第３条に定める売買代金を乙に返還するものとする。
２　前項に定める返還金には、利息を付さない。
（返還金の相殺）
第17条　甲は、前条の定めにより売買代金を返還する場合において、乙が第15条に定める損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは、返還する売買代金の全部又は一部と相殺するものとする。

（費用の負担）

第18条　この契約の締結及び履行等に関して必要な一切の費用は乙の負担とする。

（契約公開の義務）

第19条　乙は、伊賀市情報公開条例（平成16年伊賀市条例第15号）及び伊賀市個人情報保護条例（平成16年伊賀市条例第16号）による第三者の公開請求権に基づき、甲がこの契約を全面公開することを妨げない。
２　甲は、前項によりこの契約を公開したときは、その公開したことのみを通知する。
（管轄裁判所の合意）

第20条　甲と乙とは、この契約に関する裁判の管轄裁判所を専属的に津地方裁判所伊賀支部とすることに合意する。

（疑義の決定）

第21条　この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、甲・乙双方協議のうえ定めるものとする。

この仮契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第８号により、伊賀市議会において議決を得たときに、何等の手続きを要することなく本契約として効力を生じ、確定するものとし、議決が得られない場合は、この仮契約は解除される。なお、甲は仮契約が解除されたことにより乙が被った損害の責は負わないものとする。
　この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ、各自その１通を保存する。
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊賀市四十九町3184番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　　伊　賀　市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊賀市長　岡　本　　栄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙
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